
令和元年度 ９月補正予算参考資料

トータルコストの表記について
トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ

くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し
ていません。
また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役となるものにつ

いては、人件費を0としています。





令和元年度 一般会計補正予算説明資料 

 
８款 土木費 
 ２項 道路橋りょう費                      道路企画課（内線７３５１） 
  ２目 道路橋りょう維持費                                 （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）園外活動ルー
ト安全対策事業 

0 62,357 62,357 0 
<59,000> 
59,000 

0 3,357 
県費負担 
62,357 

トータルコスト 0 62,357 62,357 （補正に係る主な内容） 
工事及び委託契約、関係機関との連携 従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 

工程表の政策目標(指標) － 
 
事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

・５月８日に滋賀県大津市で発生した園児死亡事故を受け、本県では国に先行し、園外活動ルート

の調査・点検を実施した。 

・この点検においては、「歩道がない」「歩道の防護柵がない」「信号がない」「横断歩道がない」「車

両の速度が速い」等の多様な意見が寄せられたところだが、特に交差点部は信号待ち等で園児が

密集して滞留し、車両の誤侵入があった場合に重大事故になる可能性があるため、緊急性が高い

交差点部（県管理道路）において防護柵（ガードパイプ）を設置する。 

 

２ 主な事業内容 

・交差点への防護柵の設置（３９箇所） Ｃ＝６２，３５７千円 

・主な対策箇所 

若葉台東町線 樗谿入口交差点（鳥取市大工町頭）   防護柵設置 ４４ｍ 

４３１号   労災病院入口交差点（米子市皆生新田） 防護柵設置 ４２ｍ 

・本年度内の対策完了を目標とする。 

 

＜対策イメージ平面図＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若葉台東町線 樗谿入口交差点         ４３１号 労災病院入口交差点 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

・５月８日に滋賀県大津市で発生した園児死亡事故を受け、本県では県管理道路について７月中に

園外活動ルートの再点検を実施した。 

・その後、厚生労働省や内閣府などからも、９月中に関係者による合同点検を行い、１０月中に対

策案を報告するよう通知が発出されたことから、県管理道路以外についても、５月の点検結果を

参考にしながら、合同点検や対策案の検討を行う予定としている。 
(注)起債欄の上段< >書きは、交付税措置額を除いた金額である。 
  県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                   くらしの安心推進課（内線：７１８７） 

１目 社会福祉総務費                            （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）「いかのおすし」子ども

の安全安心推進事業 0 2,457 2,457    2,457 
 
 

トータルコスト 0 3,251 3,251 
（補正に係る主な業務内容） 
防犯用物品購入・配布業務、 
動画ＤＶＤ制作委託・配布業務 従事する職員数 0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標(指標) 犯罪発生件数を年間３千件以下とする。 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  今年５月、他県において、通学中の子ども等多数の被害者を出す大変痛ましい事件が発生したこと

を受け、通学路での見守り活動を一層強化するとともに防犯標語「いかのおすし」の普及を図り、登

下校中の子どもの安全確保、被害防止の取組を進める。 

 ＜「いかのおすし」とは＞ 

平成１６年に警視庁と東京都教育庁が考案した防犯標語で、現在全国の子ども向け防犯教室等で活用 

されている。 

   ・知らない人にはついて「いか」ない 

   ・知らない人の車に「の」らない   

   ・あぶないと思ったら「お」おきな声を出す   

   ・その場から「す」ぐにげる 

   ・おとなの人に「し」らせる 

 

２ 主な事業内容                              （単位：千円） 

事業名 内容 予算額 

[新規]見守りボラン

ティア活動時の防犯

物品普及事業 

見守り活動時において、危険が迫っていることを周囲の人に知

らせる「防犯ブザー」、活動中であることをアピールする「防犯

タスキ」を活動団体に支給する。 

支給団体数：１７５団体 

支  給  数：防犯ブザー 1,010 個、防犯タスキ 1,280 本 

 

 

2,182 

 

[新規]「いかのおす

し」防犯標語普及事

業 

身を守る大切さを楽しく身に付けていただくため、防犯標語

「いかのおすし」を普及するＤＶＤを保育園、幼稚園及び小学校

等に配布する。 

 

275 

 

計  2,457 

 

３ これまでの取組状況・改善点 

 ・「鳥取県犯罪のないまちづくり推進条例（平成２０年度制定）」及び「鳥取県犯罪のないまちづく

り推進計画(第４期：平成２９年度～)」に基づき、各種防犯施策を推進している。 

・８月３日に鳥取県防犯リーダー研修会を開催し、危険を察知する方法や不審者から逃げる方法など

の実践的な講習を実施した。 

・子どもの安全確保、見守り活動に関する課題等を把握するため、７月に学校安全ボランティア、防

犯ボランティアを対象としたアンケート調査を実施した。引き続き各関係機関の意見を聴きなが

ら、より効果的な安全確保対策について検討を行っていく必要がある。 

 

 

2



令和元年度一般会計補正予算説明資料 
 

２款 総務費 
２項 企画費                     くらしの安心推進課（内線：７１５９） 
３目 交通対策費                              （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

支え愛交通安全総合対策 
事業 1,311 11,000 12,311    11,000 

 
 

トータルコスト 4,486 12,588 17,074 
（補正に係る主な業務内容） 
補助金事務、交通安全啓発物品等の作成 

従事する職員数 0.4 人 0.2 人 0.6 人 

工程表の政策目標(指標) 交通事故の発生件数、交通事故による死者数を減少させる。 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  本年４月以降、高齢運転者による多数の死傷者を出す重大事故や悪質なあおり運転が発生しており、 

交通安全対策が喫緊の課題となっていることから、「鳥取県支え愛交通安全条例（平成２８年１０月制 

定）」のもと、交通事故のない鳥取県を目指し、更なる取組を推進する。 

２ 主な事業内容                              （単位：千円） 

事業名 内容 予算額 

[新規]安全運転装置

等普及促進補助事業 

〇ペダル踏み間違い時加速抑制装置設置補助 

既に使用している自動車への後付けが可能なペダル踏み間違い時

加速抑制装置の購入・取付費用を補助する。 

補助金上限額：３０千円 

補助対象：７５歳以上の高齢者 

〇ドライブレコーダー設置補助 

交通事故やトラブル発生時の映像を記録するドライブレコーダー 

の購入・取付費用を補助する。 

  補助金上限額：３千円 

  補助対象：自家用車への取付を行う個人 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

 

[拡充]安全運転推進

事業 

交通安全啓発物品（交通安全お守りマスコット、ドライブレコー

ダー搭載ステッカー）や高齢運転者の安全運転・あおり運転防止を

啓発するチラシを作成・配布し、交通安全意識の高揚を図る。 

 

1,000 

 

計  11,000 

 

３ これまでの取組状況・改善点 

 ・市町村、県警、関係機関等と連携し、交通安全県民大会や高齢者交通安全講習などの交通安全対策に

取り組んでいる。県内における交通事故の発生件数、死傷者数はともに平成１７年以降１４年連続で

減少し、死者数については年によって増減を繰り返しながら減少傾向で推移している。 

 ・一方で、交通事故に占める高齢者の加害事故の割合は増加傾向にあり、昨年は過去１０年で最も高い

割合となったが、本年はさらに増加傾向にある。また、過去５年の加害事故のうち、７５歳以上のペ

ダル踏み間違いによる交通事故の構成比は７５歳未満の３.５倍となっているため、特に７５歳以上

の高齢運転者に対する交通事故防止対策が必要である。 

   <高齢者が加害者となる交通事故の推移> 

   

 

 

 
 

・近年、全国的に悪質なあおり運転が相次いで大きく取り上げられており、あおり運転を起因とした交

通事故や傷害事件も発生している。運転者の身を守る方法を周知するとともに、運転マナーについて

継続的に啓発していく必要がある。 

 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年６月末 

交通事故件数 １，０５３件 ９８７件 ９６５件 ８６９件 ３７１件

高齢者事故 ２５０件 ２４２件  ２２６件 ２２０件 １０３件

構成率 ２３．７％ ２４．５％ ２３．４％ ２５．３％ ２７．８％
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                        健康政策課（内線：７７６９） 
９目 生活習慣病予防対策費                          （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

受動喫煙防止対策推

進事業 2,180 4,332 6,512    4,332 
 

トータルコスト 8,530 4,332 12,862 （補正に係る主な業務内容） 
 連絡調整、支払事務等 従事する職員数 0.8人 0.0人 0.8人 

工程表の政策目標(指標) がん対策の推進 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

「望まない受動喫煙の防止」を推進するための健康増進法の一部改正に伴い、２０２０年４月からすべて

の事業所が、その施設類型に応じて敷地内禁煙又は建物内禁煙の受動喫煙防止措置をとることが義務づけら

れることになる。 

  そこで、県民や県内事業所に対し、医師会の協力を得て、禁煙指導医等のアドバイザーを派遣し、地域や

職域における受動喫煙対策の推進並びに卒煙支援等を行う。 

また、施設類型に応じた受動喫煙防止対策への適切な対応や、従業員の卒煙支援のための禁煙治療費助成

や卒煙イベントの開催等職場ぐるみで喫煙対策に取り組む事業所に対して助成を行う。 

   

２ 主な事業内容 

  地域や職域（事業所）で、受動喫煙防止や卒煙支援に対する取組を行う場合、支援を行う。 

（１）卒煙アドバイザー派遣（３３２千円） 

  地域や職域における受動喫煙対策や卒煙支援に向け、出前説明会や個別の卒煙支援を実施する。 

  ※医師会の協力のもと禁煙指導医等を派遣。 

（２）受動喫煙防止・卒煙支援に取り組む事業所への支援（４，０００千円） 

  事業所がその施設類型に応じて、敷地内禁煙又は建物内禁煙の受動喫煙防止措置をとることが義務付けら

れることを受け、事業所内における受動喫煙防止対策及び従業員の健康づくりの観点から率先して喫煙対策

に取り組む事業所に対し、必要経費を助成する。 

＜取組事業例＞ 

禁煙治療に要する治療費助成や事業所内の卒煙イベントの開催、その他事業所内で実施する独自の卒煙支

援の取組に要する経費 

補助金額１００千円×４０事業所  ※１事業所あたりの上限を１０万円とする。 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

 ・「鳥取県がん対策推進条例（平成２２年６月制定）」において、県が取り組むがん予防施策として、分煙・

禁煙の制限による望まない受動喫煙防止の推進を定め取り組んできたところである。 
 ・健康増進法の一部改正に伴い、施設の種類ごとに受動喫煙防止措置を講じることが義務づけられたことを

受け、5月に第一種施設（学校、病院、児童福祉施設等）を対象に説明会を行った。 
    第一種・・・学校、病院、児童福祉施設、行政機関の庁舎等。 

※原則敷地内禁煙。（令和元年７月１日施行） 

    第二種・・・上記第一種施設以外の、飲食店、事業所等多数の者が利用する施設。建物内禁煙だが、

喫煙専用室の設置が可能。既存小規模飲食店の場合、経過措置として店内での喫煙が           

可能。（令和２年４月１日施行） 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  １項 公衆衛生費                        健康政策課（内線：７７６９） 
９目 生活習慣病予防対策費                          （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

がん対策推進事業 
86,148 3,668 89,816    3,668 

 

トータルコスト 131,395 3,668 135,063 （補正に係る主な業務内容） 
 連絡調整、支払事務等 従事する職員数 5.7人 0.0人 5.7人 

工程表の政策目標(指標)  がん対策の推進 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

  鳥取県におけるがんの７５歳未満年齢調整死亡率は、平成２９年にワースト２位になるなど、全国に比べ

て高い状況が続いており、がん対策の一層の強化が課題となっていることから、国立がん研究センターの指

導、協力を得て、がん医療の質向上指標の測定に関する研究（ＱＩ研究）をもとに県内がん診療連携拠点病

院等のがん診療の検証とその改善に向けた支援を実施し、がん診療の質の向上を図る。 

 ※ＱＩ（Ｑｕａｉｔｙ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）研究 

  国立がん研究センターが実施した、現時点で知見上有効とされている診断法や治療が、どれだけ行われているかという「標準

治療実施率」を基に診療の質を評価する研究。 

また、県内におけるがん診療の提供体制については、放射線治療の充実が課題の一つとなっているため、

遠隔放射線治療計画作成支援システムをモデル的に導入し、放射線治療の充実を図るための基盤整備を行う。 

 

２ 主な事業内容 

（１） ＱＩ研究解析結果を活用したがん診療の検証モデル事業（１，０８４千円） 

  ア ＱＩ研究の指導講習 

    国立がん研究センターの職員を招聘し、県内のがん診療連携拠点病院等で、ＱＩ研究結果を基にした

指導講習を実施する。 

  イ ＱＩ研究の測定結果の院内検討支援 

    国立がん研究センターの職員及び専門医等を招聘し、自院のＱＩ研究のデータを基に、県内の標準治

療実施率を分析し、今後のがん診療の質の向上に繋げる。※２病院程度を想定 

（２）放射線治療機能強化事業（２，５８４千円） 

県内の放射線治療専門医が不足している現状のもと、鳥取大学医学部附属病院と県立中央病院を専用回線

で繋ぎ（遠隔放射線治療計画作成支援システムを整備・導入）、大学病院の放射線治療専門医の協力を得て、

県立中央病院においてより高精度な放射線治療計画の作成を遠隔支援できる体制をモデル的に整備する。 

なお、当該モデル事業の成果を検証し、今後は、他の拠点病院等へのネットワーク化を検討するなど、県

内全域における放射線治療の質の向上を図っていく。 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

○ がんの予防対策として、県民の生活習慣の改善に取り組むとともに、早期発見・早期治療に向け、市町

村が実施するがん検診の個別受診勧奨や休日がん検診の支援などがん検診の受診率向上を進めている。 

○ 平成３１年４月に国が指定したがん診療連携拠点病院（鳥取大学医学部附属病院、県立中央病院、県立

厚生病院、米子医療センター）等において、地域における専門的ながん医療の提供等を行っている。 

また、がん医療の質の向上に向け、がん医療に係る専門医資格取得やがん専門医療従事者の育成に支援

を行うほか、県立中央病院・鳥取赤十字病院の病病連携の推進やがん治療に係る医療機器の整備の助成等、

医療の質の向上に向けた取組を行っている。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費  

 ２項 畜 産 業 費                                                        畜産課（内線：7286） 

  ３目 家畜保健衛生費                                                          （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）豚コレラ緊急

対策事業 
0 12,241 12,241   

 

 
12,241 

 

トータルコスト 0 12,241 12,241 （補正に係る主な業務内容） 

 関係機関等協議・連絡調整業務 従事する職員数 0.0 人 0.0 人 0.0 人 

工程表の政策目標（指標）家畜疾病の発生率の低減 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

豚コレラ感染は、三重県や福井県での新たな農場発生があるなど拡大傾向であり、野生イノシシの

感染拡大に合わせ被害が広がっている状況であるため、野生イノシシの捕獲対策の強化を行い頭数減

少を図る。 

また、野生イノシシの感染状況調査についても、現状は各家畜保健衛生所で実施してきたところで

あるが、交差感染を防ぐための新たな検査体制を整備する。 

 

２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

項目 事業費 

（１）豚コレラ対策奨励金 

   頭数：1,000 頭（捕獲奨励金対象外の猟期（11～２月）に

奨励金を交付する） 

   補助率：定額 県 5,000 円/頭 

5,000 

（２）捕獲檻の備蓄 

     捕獲頭数増加のために県が貸出し用の檻を整備 

  （市町村が猟師に貸出している檻の補完） 

600 

（３）野生イノシシ検査体制整備（ウイルス検査備品） 6,641 

計 12,241 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

昨年９月に岐阜県で 26 年ぶりの養豚農場で豚コレラ感染が確認されて以降、農場での発生は、８月

20 日時点で１府６県 38 例、抗体陽性イノシシが確認された県は６県まで拡大している。 

農場へのウイルス侵入防止策として、６月補正で野生イノシシの侵入防護柵設置支援、予備費で小

畜舎等の防鳥ネットの設置支援、ネズミ等の侵入防止啓発対策として消石灰とネズミ駆除薬剤の配布

を行い、県内養豚農家への支援体制の強化を図っているところである。また、野生イノシシの生息密

度減少対策について関係機関と調整し取り組む。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費                               

６項 防災費                       原子力安全対策課（内線：７９７４）  

１目 防災総務費                                                    （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 

財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

原子力防災対策事業 452,205 34,000 486,205 34,000    
 

 

トータルコスト 555,399 34,000 589,399 (補正に係る主な業務内容) 

・原子力災害時避難円滑化モデル実証事業  従事する職員数 13.0人 0.0人 13.0人 

工程表の政策目標(指標) 原子力防災対策の推進 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

  ＵＰＺ（緊急時防護措置準備区域）にある弓ヶ浜半島は避難経路が限られ、原子力災害時に渋滞の発

生等により避難に支障をきたす恐れがあるため、平成２９年度に行った調査で判明した課題、対応策に

基づき、避難経路を効率的に使用するために必要な整備事業を行う。 

 

２ 主な事業内容 

  原子力災害時避難円滑化モデル実証事業（内閣府の事業の１年目） 

  原子力災害時に大渋滞が発生する恐れのある弓ヶ浜半島において、電光式道路情報板を設置すること

で、避難中の住民への情報提供手段の充実を図る。（渋滞情報、避難経路情報等を表示） 

 ・事業費 ３４，０００千円  財源：原子力災害対策事業費補助金（１０／１０） 

 ・令和３年度までの実施を予定している原子力災害時避難円滑化モデル事業について、今年度、国の認

証増がされたことから、事業２年目に整備を予定していた電光式道路情報板の設置を前倒しして行うも

のである。（その他の１年目事業については、６月補正予算で予算化） 

 

＜参考＞原子力災害時避難円滑化モデル実証事業執行計画 

区分 内   容 事業費 
年度計画 

R1 R2 R3 

1 信号制御によ

る交通流量向上 

信号機の遠隔制御化に係る調

査、交通管制システムのソフト

ウェア開発等 

133,448 9,785 70,963 52,700 

2 道路監視体制

の強化 

道路監視カメラの新設、既設カ

メラの動画化、維持管理等 
42,490 28,788 6,851 6,851 

3 避難住民への

情報提供の充実 

電光式道路情報板の設置、維持

管理 
34,360 34,000 180 180 

4 道路監視カメ

ラシステム導入 

道路監視カメラシステムの設

計、開発、維持管理等 
39,865 4,365 35,000 500 

合    計 250,163 76,938 112,994 60,231 

 

３ これまでの取り組み状況、改善 

（１）島根原子力発電所に係るＵＰＺとしての原子力防災体制を早期に構築し、県民の安心・安全の確保

に繋げるため、平成２５年度から計画的に原子力体制の整備を進めている。 

（２）国に対して原子力防災体制の充実に必要な予算の確保の要望を継続していく。 

（３）原子力防災体制の強化に向け、今後とも、米子市、境港市、三朝町や防災関係機関と協議するとと

もに、島根県、岡山県とも連携し、原子力防災対策の実効性をさらに向上させていく。 
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令和元年度 一般会計補正予算説明資料 

 
６款 農林水産業費 
 ４項 林業費                          治山砂防課（内線７８２１） 

７目 治山費                                     （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）智頭町大呂地
すべり対策検討事業 

0 12,542 12,542    12,542 
 
 

トータルコスト 0 12,542 12,542 （補正に係る主な内容） 
委託積算、入札・契約の締結、検討会開催・運営 従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

  智頭町大呂地内の地すべりは平成20年度に対策が概成したが、平成23年9月の台風後に上部の法

面に変状が確認され平成24年度から追加対策（集水井等）を実施し、平成30年12月に完了している。 

しかしながら、本年2月頃から地すべり範囲の下部の小さなブロックで小崩落が発生し始め、地

すべり活動の再開が認められたため、地盤伸縮計やカメラ等により継続観測を続けている。 

このため、有識者等による「（仮称）大呂地すべり検討会」を設置して土砂移動シミュレーショ

ンによる土砂崩落の解析等を行い、地すべり活動の全体像を把握し、今後の対応策を検討する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）（仮称）大呂地すべり検討会運営費 ３３２千円 

   有識者等による検討会を設置し、土砂崩落による河川や道路への影響度合いや地域住民への被

害を想定し、併せて安全確保のための対応策を検討する。 

（２）土砂移動シミュレーションを用いた被害想定ほか １２，２１０千円  

   土砂崩落による被害想定を検討するため、今年度、他事業（農林事業）において実施する智頭

町内森林の航空レーザーの測量成果を活用することにより、早期に、経済的に、大呂地すべりの

土砂移動シミュレーションを実施し、被害の全体像を想定する。 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

   平成16年度   災害関連緊急地すべり防止事業（排土工、排水ボーリングほか） 

   平成17～18年度 地すべり防止事業（排土工、集水井、排水ボーリングほか） 

   平成24～30年度 治山施設機能強化事業（集水井、集排水ボーリングほか）  

   令和元年度   北股川閉塞を想定した排水管の設置、迂回路の整備 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北股川 
県道津山智頭八東線 

大規模地すべりが発生した場
合、北股川を閉塞し、上流の集

落（芦津、八河谷）が孤立する
おそれがある。 

崩落のおそれのある範囲 

8



令和元年度一般会計補正予算説明資料 
２款 総務費 
 ４項 市町村振興費                   ふるさと人口政策課（内線：７１２８） 
    １目 自治振興費                                      （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）とっとりワーケ
ーションスタートア
ップ事業 

0 1,304 1,304    1,304  

トータルコスト 0 2,098 2,098 （補正に係る主な業務内容） 
 事業の企画及び実施、委託契約の締結等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標) 

相談体制の充実、多様な媒体を活用した情報発信の強化、市町村や民間団体
と連携した受入体制の整備・充実により、平成27～31年度の５年間で８千人の
移住者を受け入れる。 

事業内容の説明     
 
１ 事業の目的・概要 
  鳥取県の豊かな自然や食、文化、地域ならではの体験及びワークスペース環境を活かしたワーケ
ーションを広く発信し、ワーケーションの行き先とし本県を選んでもらい、新たな人の流れを生み、
関係人口の拡大・創出に繋げる。 

  ワーケーションは今後本格的な普及が見込まれる分野であることから、将来の中長期的なワーケ
ーションの滞在拠点化を見据えつつ、今年度は、本県がその適地であることについて、県内外の企業
・関係機関への普及の取組を行う。 

※ワーケーションとは、ワーク（仕事）とバケーション（休暇）を組み合わせた、欧米発の造語。 
旅を楽しみながら職場以外で働く「テレワーク」の一つで、新しい勤務スタイルのこと。 

 
２ 主な事業内容 

(１) とっとりワーケーションモニターツアー 
県外企業の社員等を対象としたワーケーションモニター事業や視察ツアーを実施し、全国に本県で

のワーケーションをＰＲするとともに、中長期的なワーケーションの滞在拠点化に向けた、県外企業
のニーズや本県での実施における課題等を把握し、本県のワーケーションのあり方を検討する。            

（単位：千円）        

項 目 事業費 内 容 
モニター事業
の実施 

300 ワーケーション制度導入企業の社員やフリーランスの方に、モニター
協力者として、本県でワーケーションを３泊４日以上の行程で実施し、

体験レポートの作成等していただき、ウェブサイト等で紹介する。 

視察ツアーの
実施 

650 鳥取県とのゆかりのある企業やワーケーションの導入を検討してい
る県外企業の人事担当者等を対象に、県内のコワーキングスペース等
のワークスペース、地域ならではの体験や宿泊等、ワーケーション環
境を視察してもらうツアーを実施する。 

 
(２) とっとりワーケーションスタートアップセミナー 

ワーケーションや受入地の取組について普及啓発するセミナー及び県内関係機関と意見交換等を
行い、中長期的なワーケーションの滞在拠点化に向けたワーケーションの受入体制づくりを行う。           

（単位：千円） 

項 目 事業費 内 容 

セミナー・意見
交換の開催 

354 ワーケーション有識者による講演や先進受入地、ワーケーション導入
企業等の担当者等による取組紹介及び関係機関との意見交換、情報共
有を行う。 

 
３ これまでの取組状況、改善点 

鳥取県の関係人口拡大に向けた取組として、平成２９年度からワーキングホリデー事業、平成３０
年度から地域課題解決人材の呼び込み等、都市圏等在住の若者に対して、鳥取との関わりを深めても
らう取組を実施している。 

  取組を強化していくため、本年４月、東京本部・関西本部内に、鳥取との多様な関わり方を紹介す
る窓口「とっとり歓迎案内所 ウェルカニ」を設置したところであり、今後さらにプログラムの充実
及び情報発信の強化を図っていく。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費                                                   
 ３項 観光費                       国際観光誘客課（内線：７２３６） 

    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)インバウンド誘客

多角化事業 
0 20,000 20,000  20,000  

トータルコスト 0 20,000 20,000 （補正に係る主な業務内容） 

外国人観光客誘致活動、補助金交付業務、

関係機関との連絡調整 従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 

工程表の政策目標(指標) 
外国人観光客の誘致及び受入環境の整備、外国人観光客の倍増、国際リゾ

ートの実現 

事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

日韓関係の緊張が進む中、米子ソウル便等の利用や県内観光産業に影響が生じており、また、香

港におけるデモの長期化の影響で、米子香港便の利用率も前年を下回る状況となっている。 

台湾、中国、東南アジアなど、幅広い地域からの誘客対策を強化することにより、外国人観光客

誘致対策の多角化を進め、本県のインバウンド誘客の持続的な拡大を図る。 

 
２ 主な事業内容  
（１）誘客多角化事業（１４，０００千円） 

過去最大規模の連続チャーター便の就航が決定した台湾、訪日客が急増している中国や香港周

辺でデモの影響を受けにくいマカオ、深セン、広州等に加え、旅行会社との連携協定の締結や８

月にトッププロモーションを実施した急伸する東南アジア市場などからのインバウンド誘客の

多角化を促進するため、現地での情報発信等を実施する。 
・メディア招へい（現地での情報発信） 
・旅行社の県内視察（ツアー造成） 

・ツアー造成に向けた現地でのＰＲ 

・チャーター便歓迎セレモニーの開催、ノベルティの作成等 

（２）外国人観光客倍増促進補助金（５，０００千円） 
台湾からの大型連続チャーター便をはじめ、東アジア・東南アジアからの観光客増加に対応す

るため、県内事業者による受入体制整備や海外でのセールス活動を支援する。 
・外国語案内表示、音声翻訳端末導入、研修会開催、ムスリム対応等 
・海外の旅行博出展、現地旅行社等へのセールスコール等 

（３）首都圏在住の外国人向け情報発信事業（１，０００千円） 
首都圏在住の外国人への発信力を有する英字メディアを招へいし、欧米豪市場の外国人に受け

る取材先を外国人目線で選定してもらい、英語で記事配信することで、新たな観光資源の発掘の

契機とするとともに、地域の活力向上に繋げる。 
 
３ これまでの取組状況、改善点 

米子ソウル便、米子香港便、環日本海定期貨客船の運航、台湾からのチャーター便などにより、

平成３０年の県内外国人延べ宿泊者数は１９万人を超え、過去最多を記録した。 

今年度は、台湾から鳥取砂丘コナン空港への連続チャーター便が過去最多の合計３８往復計画さ

れている。東南アジア地域から本県への観光客数も着実に伸びている。 

今後もチャーター便等の国際航空路線の誘致、きめ細かい情報発信、海外プロモーションなど、

韓国、香港を含めた海外各地からの多角的な誘客対策に積極的に取り組み、外国人観光客増加によ

る県内経済の活性化を図る。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料
２款 総務費

２項 企画費 地域交通政策課（内線：７６４１）

３目 交通対策費 （単位：千円）
財 源 内 訳

事 業 名 補正前 補 正 計 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)地域自治組織等

と連携した貨客混載 0 9,172 9,172 4,586 4,586

の仕組みづくり事業

トータルコスト 0 10,760 10,760 （補正に係る主な業務内容）貨客混載の仕

組み構築に係る関係者調整、業務委託及び

従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人 補助金交付

工程表の政策目標（指標） －

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

１ 事業の目的・概要

中山間地域においては、自家用車依存、人口減少等による公共交通利用者の減少やドライバー不足

から公共交通機関の維持・確保が困難となっている。また、貨物事業者についても、ドライバー不足

や再配達等の配送の非効率化により現状のサービス水準の維持が困難となっている。

したがって、中山間地域の公共交通の維持存続のため、交通事業者においても貨客混載等の新たな

ビジネスモデルを作ることが必要であり、大山町をモデル地域として、デマンドバス受託事業者や地

域自治組織と連携した貨客混載や共助運送の仕組みづくりを行う。

２ 主な事業内容

（１）地域自治組織やデマンドバス受託事業者等と連携して貨客混載の仕組み構築 5,995千円

大山町営バス（新たに導入するリース車両）によって貨客混載を行い、集落の拠点（公民館）ま

で荷物を配達し、拠点から各個人宅までは地域自治組織の複数の世話人が共助運送により配送する

仕組みを構築するため、大山町において実証実験を行う。

【主な実施スケジュール】

ア 実証実験を行う地区（３地区程度）のニーズや物量の調査（10月～11月）

イ 地区住民説明会の開催、実証運行計画の作成・運行実施（11月～１月）

ウ 実証運行の実施結果の整理・分析、貨客混載事業マニュアルの作成（１月～３月）

（２）実証実験用車両等の導入 3,177千円

貨客混載の実証実験車両（リース車両３台）及び運行情報共有タブレット（リース８台）の導入

経費を町に補助する。

（３）地域交通の担い手確保

貨客混載等の多角的な取組により交通事業者の収益を改善し、良質な雇用環境が整備されること

で、地域交通の担い手となるドライバーの確保につなげる。

※（１）の仕組み構築の中で人材確保に向けた影響・成果等を整理・分析する。

３ これまでの取組状況、改善点

６月補正予算において、今までバス中心であった公共交通に係る県支援制度から地域の実情に応じ

て、バスに加え、タクシーや共助交通も組み合わせた県支援制度への改正に向けて検討を進めており、

交通事業者の多角経営化への支援の一環として、新たなモビリティサービスに係る実証実験を行い、

持続可能な地域交通の確保を図る。

【イメージ図】
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費  

 ２項 畜 産 業 費                                                        畜産課（内線：7829） 

  ２目 畜産振興費                                                             （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

県優良種雄牛造成事

業（スーパー雌牛導

入事業） 

49,944 16,000 65,944   
（基金繰入金）

16,000 
 

 

トータルコスト 63,439 16,000 79,439 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務 従事する職員数 1.7 人 0.0 人 1.7 人 

工程表の政策目標（指標）

子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活 

（子牛生産頭数：4,000 頭、肉牛出荷頭数：5,000 頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣ 

出荷頭数:1,000 頭(令和５年)） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

県内和牛生産農家の永続的な安定収入および所得向上につなげるためには、常に魅力ある種雄牛を

造成し続ける必要があり、この事業では「白鵬８５の３」を超える種雄牛造成のための高能力雌牛の

導入を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

今まで以上に、県内の和牛改良を担う優秀な種雄牛の造成につなげるために、県畜産試験場に高能 

力雌牛の導入を行う。 

併せて、農家に対する高能力雌牛の導入支援について補助要件の見直しを行う。 

（産子の寄付から受精卵の寄付に変更） 

 

【次世代種雄牛造成スーパー雌牛導入事業】 

県導入事業 予算額 16,000 千円 

4,000 千円×4頭 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

県内和牛生産農家の永続的な経営安定を図るには、「白鵬８５の３」を超える次世代の種雄牛を早

急に造成する必要がある。県畜産試験場での導入を可能にすることにより、種雄牛造成を強化すると

ともに、県内の高能力雌牛の県外流出防止対策にもつながる。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                     循環型社会推進課（内線：７５６２） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

環境管理事業センター支援

事業 54,170 96,000 150,170    96,000 
 
 

トータルコスト 58,139 96,000 154,139 （補正に係る主な業務内容） 
環境管理事業センターへの補助金、貸付金 

従事する職員数 0.5 人 0.0 人 0.5 人 

工程表の政策目標(指標) 公共関与産業廃棄物最終処分場の設置 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  (公財)鳥取県環境管理事業センター（以下「センター」という。）が計画している、生活環境の保全、

産業振興に必要不可欠な産業廃棄物最終処分場の整備に当たり、今後、地元住民に説明するためにも必

要となる各種調査等に要する経費を支援する。 

２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

区 分 内  容 予算額 

補助金 

センターが行う地質調査業務等に対して補助する。 

○補助率 

 ・地質調査等経費：２／３ 

○補助額：30,000 千円 

30,000 

貸付金 

センターは自己資金を持っていないため、設計業務等の遂行に

あたり必要となる資金を貸し付ける。 

○内容 

・地質調査等経費の１／３（センター自己負担分） 

・設計経費の全額 

○貸付利率：無利息 

○償還期限：令和１４年３月３１日 

66,000 

合計  96,000 

 

３ これまでの経緯（市有地協議に係る経過） 

  ５月３１日 「鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る手続の適正化及び紛争の予防、調整等に関する条例」手続終結 

  ７月２５日 センターが米子市へ土地利用の要請 

  ８月２７日 米子市議会全員協議会において市長が土地利用を承諾することを議会へ説明 

  ８月３０日 米子市がセンターに土地利用承諾の回答 
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令和元年度 一般会計補正予算説明資料 

 
８款 土木費 
 ４項 港湾費                          空港港湾課（内線７６６７） 
  ４目 空港費                                       （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

空港管理費 618,044 6,090 624,134    6,090  

トータルコスト 642,652 0 648,742 （補正に係る主な内容） 
 設計積算、入札・契約の締結、協議・調整 

 従事する職員数 3.1人 0.0人 3.1人 

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的・概要 

鳥取砂丘コナン空港における航空機騒音調査を実施するものである。 

管理運営については、平成30年７月からコンセッション方式による民間委託を開始しており、鳥

取空港ビル株式会社（運営権者）と実施契約を締結し、県と運営権者との役割分担などを定めてい

るが、地元自治会との協定に関する事項等については、県が対応することとしている。 

  

２ 主な事業内容 

◯航空機騒音調査の実施（6,090千円） 

     鳥取砂丘コナン空港において、昭和59年に県、市、地元自治会の三者で航空機騒音や滑走路の

離発着方向の割合（西側ルート、東側ルート）に関する協定を締結している。 

協定締結後35年が経過し、就航機種の変更や、実際の航空機の運航において、パイロットがよ

り安全となる進入方向を選択し離着陸を行う結果、東側ルートを飛行する割合が増加するなどの

変化が生じている。 

そのため、現在の航空機騒音が協定締結時と変わりはないか等を確認するため、空港東側の地

域において騒音調査の実施・検証を行い、地元自治会と協議を行うものである。 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

地元自治会から協定書に基づく離発着方向の割合に関する協議の申し入れがあって以降、滑走

路の離発着方向と風向・風速との関係の分析状況を説明するなど、県、市、自治会の三者による

協議を継続している。 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料 
２款 総務費 
  ２項 企画費                           情報政策課（内線：８３１９） 
     ２目 計画調査費                                      （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

ＡＩ・ＲＰＡ等最先
端ＩＣＴ技術活用推
進事業 

債務負担行為 

0  
2,438  

債務負担行為 

   43,529  
7,992  

債務負担行為 

43,529  
10,430  

   
債務負担行為 

43,529  
7,992  

 

トータルコスト 2,438  7,992  10,430  （補正に係る主な業務内容） 
関係課との調整、契約事務等 従事する職員数 0.0  0.0  0.0  

工程表の政策目標(指標) － 

事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 

近年のＩＣＴ分野の進化は目覚ましく、ＡＩ、ＲＰＡ（ソフトウェアロボット）、ＳＮＳ、ドロー
ン、ＩｏＴなど、新しい技術が様々な分野で幅広く活用されている。 
自治体においても、職員定数減少や県民ニーズの多様化が加速する中、職員一人ひとりの生産性の

向上や仕事の質の向上がこれまで以上に求められる時代となっている。新たなＩＣＴ技術を積極的
に活用することにより、更なる業務の効率化を行うとともに県民サービスの向上を目指す。 

 
２ 主な事業内容 
  庁内各所属においてパソコンを用いて行われている情報転記などの定型作業の効率化に向け、全
庁でＲＰＡ活用が可能となるサーバ型のＲＰＡを導入する。あわせて、円滑な活用拡大を目指し、職
員向けサポート（ＲＰＡ人材育成研修、ロボット作成支援、相談窓口設置）を実施する。 

※ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）とは 
PC操作で行っていた定型作業をソフトウェアロボットで自動処理する新しい技術。定型作業でありながらも、

これまで人にしか出来なかったパソコン操作（例：エクセルから業務システムへの情報転記の繰り返し）を、人に
代わって高速に処理することが可能となる。 

ＲＰＡには、小規模導入向きのデスクトップ型ＲＰＡと、大規模利用向きのサーバ型ＲＰＡの２種類がある。 

○活用拡大３年計画 
Ｒ元年度 目標：全庁利用可能なサーバ型ＲＰＡを導入 

取組：第二次先行導入３業務へのロボット作成支援（業務見直し支援）、ＲＰＡ人材育成研修 

Ｒ２年度 目標：１部局１ＲＰＡの達成 （ＲＰＡロボットの数が部局数約20を上回る） 

取組：ＲＰＡ人材育成研修、各所属職員向け相談窓口の設置、業務見直し支援 

Ｒ３年度 目標：１所属１ＲＰＡの達成 （ＲＰＡロボットの数が本庁所属数約100を上回る） 

取組：ＲＰＡ人材育成研修、各所属職員向け相談窓口の設置、業務見直し支援 

※職員向けＲＰＡ人材育成研修（Ｒ３年度末までに１所属１ＲＰＡ達成を目指す） 

・簡易研修＝３年間で100人育成（R1：20人、R2：40人、R3：40人） 

・上級研修＝３年間で 60人育成（R1：20人、R2：20人、R3：20人） 

   ○９月補正予算：7,992千円（サーバ型ＲＰＡ導入、運用経費、サポート業務） 
    ○債務負担行為：(R2)16,612千円、(R3)16,612千円、(R4)10,305千円（運用経費、サポート業務） 
 
３ これまでの取組状況、改善点等 
  ○本年２月、第一次先行導入として総合事務センターの２業務に導入。（４月より本格稼働） 

・通勤手当（車通勤）承認業務において、約90％の時間短縮（従来：30分/件 ⇒ RPA：3分/件） 
・ＡＮＡ＠デスク発券承認業務において、約60％の時間短縮（従来： 5分/件 ⇒ RPA：2分/件） 

  ○本年８月、ＲＰＡの全庁展開の可能性を探るべく、庁内で行われている定型業務の実態について全
庁調査を実施したところ、庁内に計250業務(年間所要時間：5万時間)以上あることが判明した。 
今後、これら業務へのＲＰＡ適用に向け、各所属との協議を順次行う予定。 
 

（参考）現時点で想定している主なＲＰＡ適用業務とＲＰＡ適用効果 

所属 業務 
年間 
件数 

所要 
時間 

RPA適用 
想定割合 

RPA適用効果 
（生み出され

る時間） 

県税事務所 県税関係 40,000 6,667 1/3 2,223  

高等学校課 就学支援金関係 15,000 1,250 1/2 625 

米子県土整備局 建設工事産廃関係 500 1,000 1/2 500 

健康政策課 難病医療関係 4,600 766 1/2 383 

公文書館 歴史的公文書関係等 39,120 956 1/2 478 
 

生み出した時間
は、県民サービ
ス向上やより付
加価値の高い
業務へ転換。 
 
（残業時間削減
にも寄与） 

17



令和元年度一般会計補正予算説明資料 

２款 総務費 

 １項 総務管理費                          資産活用推進課（内線：７０１６） 

    ５目 財政管理費                                                    （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳  

備考 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)西部総合事務所

新棟整備等事業 

 

0 

債務負担行為 

8,000 

7,229 

債務負担行為 

8,000 

7,229 

 
 

 

 

 

 

債務負担行為 

8,000 

7,229 

 

 

トータルコスト 0 7,229 7,229 （補正に係る主な業務内容） 

PFI 手法導入に係る事業者選定事務 従事する職員数 0.0 人 0.0 人 0.0 人 

工 程 表 の 政 策 目 標 （ 指 標 ） － 

事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 

西部総合事務所福祉保健局庁舎（米子市東福原）の老朽化に伴い、新棟を西部総合事務所敷地
内（米子市糀町）にＰＦＩにより整備するため、ＰＦＩ事業者選定に向けた実施方針の策定等の
準備を進めるとともに、外部有識者等によるＰＦＩ事業者選定委員会を開催する。 
 ※想定事業 

手法 PFI-BTO 方式（Build-Transfer-Operate） 
事業内容 ① 旧米子警察署等の除却 ②新棟の整備 ③既存棟の改修  

④  総合事務所全体の維持管理 ※自主事業として民間収益施設等の提案も認める 

面積 4,000 ㎡ 階数 ３階 ※庁舎部分のみ 

機能 事務室、会議室、倉庫、機械室（総合事務所全体を対象とし、浸水被害にも対応可能） 

 
２ 主な事業内容                              (単位：千円) 

区分 予算額 事業内容 

(1)PFI 事業者選
定に係る支援（ア
ドバイザリー）業
務委託 

7,000 
債務負担
8,000 
 

県が行うPFI事業者選定に関し、法務、金融、建築技術等の専門的な
知見・能力に基づく一連の支援業務を専門コンサルタントに委託。 
〈業務期間〉令和元年10月から令和３年５月 
〈支援内容〉・実施方針、要求水準書、募集要項、契約書等の作成 

・事業者選定委員会運営支援 

(2)PFI 事業者選
定委員会開催 

229 
 

外部有識者等によるPFI事業者選定委員会を設置・開催。 
〈審議内容〉令和元年度 選考基準の検討 令和２年度 審査･選考 

合計 7,229  

※想定スケジュール 
年度 主な内容 

令和元年度 実施方針・募集要項の作成、実施方針公表 
令和 2年度 特定事業の選定・募集開始、事業者選考、事業契約締結 
令和 3～5年度 施設除却、建設工事 

 

３ これまでの取組状況 
○平成 29年度 

  ・西部総合事務所福祉保健局庁舎の老朽化に伴い、総合事務所敷地内に新棟を整備する方向で検討
を開始。米子市から県との連携強化のための一部部局の移転について提案があり、あわせて検討 

○平成 30年 7 月～平成 31年 2 月 
  ・コンサルタントを活用し民間活力導入可能性調査を実施（30 当初事業） 

⇒PFI 手法による整備が有利 
 ○令和元年 7月 
  ・県有施設・資産有効活用戦略会議（座長：副知事）において、導入可能性調査の結果を踏まえ、 

西部総合事務所新棟整備に PFI 手法を導入することを決定 
  ・県・米子市政策連携懇談会にて総合事務所敷地内に県及び市が PFI 手法により新棟を共同整備す

る基本方針について首長間で合意 
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